
【記念講演】

法人設立20 年

現状の到達点とこれからの課題



この20年間を振り返る

～社会情勢や国の動きに翻弄された20年～
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【1～5年目】ローカルルール、許可・登録不要の通達

年度 社会情勢・法改正等 主な取り組み

2006年度
・道路運送法改正による自家用有償
旅客運送の創設

・運営協議会の設置状況等に関する調査結果
を公開
・3月末に認定講習団体の資格取得

2007年度

・「自家用有償旅客運送の手続きマニュア
ル」作成
・ローカルルール問題
・運転者研修会計75回約1600名受講

2008年度
・許可・登録不要の運送の通達(国土
交通省)

・福祉輸送のニーズ調査(1161団体回答)

2009年度
・「タクシー活性化特措法」が施行。タ
クシー規制強化

・登録不要の運送の環境整備検討、地方移
管・交通基本法に関する勉強会
・ローカルルール対応、過疎地有償運送の実
態調査(日本財団助成)
・全国どこでも旅ネット整備

2010年度 ・東日本大震災(2011/3/11)対応
・災害支援の会プロジェクト発足
・登録不要の推進を方針化
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年度 社会情勢・法改正等 主な取り組み

2011年度

・東日本大震災に対応したカンパ口座の開設
・東西円卓会議の開催等による交通空白課題
の研究
・ローカルルール独自調査の着手と国に対す
る全国調査の要請

2012年度

・くらしの足をみんなで考える全国フォーラ
ムを開催
・理事不在県の選出強化と体制整備
・全国各地のローカルルール事例をホーム
ページで公開

2013年度 ・交通政策基本法の成立
・理事定数の引き上げ
・認定NPO法人の取得に向けた整備
・登録不要の支援活動の推進

2014年度
・介護保険制度における訪問型B・D
の創設

・日本財団助成による全国6か所キャラバン
セミナー開催(東京、大阪、佐賀、仙台、岡
山、横浜)
・国に対する提言書やパブコメ対応の強化
・移動サービス団体への実態調査の実施

2015年度
・自家用有償旅客運送の権限移譲、及
び介護保険「新しい総合事業」の開始

・全社協、さわやか福祉財団、市民協、全国
老人給食協力会など他全国団体との連携した
要請行動
・認定NPO申請取り下げ(定款事業にない災
害支援の会の取り扱い)

【6～10年目】震災対応と交通空白、制度改正
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【11～15年目】高齢者免許返納と新型コロナ問題
年度 社会情勢・法改正等 主な取り組み

2016年度 ・「買い物難民」「買い物弱者」の
用語が広まる
・高齢者免許返納制度の施行

・「権限移譲」「訪問B・D」の先行事例研
究。日本財団助成調査事業開始。
・「地域貢献ドライバーバッチ」運用開始

2017年度 ・日本財団助成による全国セミナー(北海
道、山形、埼玉、福岡)と調査事業

2018年度 ・登録不要に関する3ヵ年調査まとめ報告(日
本財団調査)
・制度改正に伴う研修講師派遣等の増加
・認定NPO申請取り下げ(役員要件)、断念

2019年度 ・静岡県「移動サービス創出支援事業」の受
託
・「高齢者等の移動・外出手段確保に関する
調査研究」の着手
・障がい児・者の通学・通勤の調査研究

2020年度

・新型コロナ・ウイルスのパンデ
ミック化
・地域公共交通活性化法改正に伴う
道路運送法施行規則や事務連絡等の
通知改正

・「災害時における移動サービスのあり方や
展開手法に関する対応指針」骨子案提示
・障がい児・者の通学・通勤の調査実施
・「住民参加による移動サービスの創出・発
展と高齢者に及ぼす効果に関する調査」を実
施し、調査結果冊子を地方運輸局や地方厚生
局、各都道府県の交通政策担当と地域包括ケ
ア担当に送付
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【16～20年目】公共ライドシェアとしての推進
年度 社会情勢・法改正等 主な取り組み

2021年度
・ロシア・ウクライナ戦争勃発によ
るエネルギー価格や物価の高騰が始
まる

・災害時の移動サービス対応指針　冊子＆ダ
イジェスト版作成
・相談件数増加に伴う「相談対応共有ミー
ティング」の実施

2022年度
・国交省「高齢者の移動手段を確保
するための制度・事業モデルパンフ
レット」発行

・「住民主体の移動支援が高齢者の介護予防
にもたらす効果に関する調査研究」報告
・「障がい児の通学支援に移動支援事業等の
制度を活用するために」発刊

2023年度
・制度改正により自家用有償旅客運
送の運送の対価がタクシー運賃の概
ね8割が目安に

・新会員制度の運用開始
・許可又は登録を要しない運送に関する運転
者テキスト・講習会カリキュラム例をまとめ
た「ボランティア送迎のために～やさしく学
べる運転テキスト～」発行

2024年度
・日本版ライドシェアの開始と自家
用有償旅客運送の呼称が「公共ライ
ドシェア」に

・「福祉有償運送の対価に関する調査」(回
答897団体)を実施
・交通空白地有償運送運転者研修の依頼増加
・自家用有償旅客運送団体へのDM等による
団体数増加

2025年度 ・アメリカとイランの戦闘勃発によ
るさらなるエネルギー資源・物価の
高騰や資材不足

・福祉有償運送団体への追加調査(回答338
団体)の実施と課題の抽出
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この20年で委員派遣をした国の検討会等

年度 国の検討会等への委員派遣

2006年度
・国交省「NPO等が行うボランティア輸送における人材育成のための教
育体制の整備検討委員会およびワーキング」

2007年度 ・国交省「フォローアップ検討会」

2008年度
国交省「地域における福祉タクシー等を利用した福祉輸送のあり方調査
委員会」

2010年度 ・国交省「運営協議会における合意形成のあり方検討会」
2017年度 ・国交省「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」
2022年度 ・国交省「ラストワンマイル・モビリティ/自動車DX・GXに関する

検討会」
2023年度 ・国交省「道路運送法における許可又は登録を要しない運送に係る勉

強会」



国土交通省「自家用有償旅客運送登録団体数・車両数・登録件数 （運輸支局別）」を年度別に集計
旧：市町村運営有償運送（交通空白）は「交通空白地」に、旧：市町村運営有償運送（福祉）は、「福祉有償運送」に分類した

自家用有償旅客運送の団体数・車両数の推移
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交通
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福祉
団体
合計

車両
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2006年9月 592 2,430 3,022 15,456
2007年3月 608 2,552 3,160 16,086
2008年3月 526 2,547 3,073 16,542
2009年3月 469 2,483 2,952 17,008
2010年3月 496 2,468 2,964 17,584
2011年3月 506 2,478 2,984 17,794
2012年3月 500 2,459 2,959 18,060
2013年3月 511 2,525 3,036 18,715
2014年3月 514 2,522 3,036 18,499
2015年3月 519 2,550 3,069 18,980
2016年3月 532 2,575 3,107 19,526
2017年3月 548 2,583 3,131 19,189
2018年3月 556 2,578 3,134 19,238
2019年3月 576 2,591 3,167 19,088
2020年3月 601 2,539 3,140 19,042
2021年3月 635 2,502 3,137 18,643
2022年3月 670 2,470 3,140 18,760
2023年3月 698 2,428 3,126 18,472
2024年3月 736 2,376 3,112 18,200
2025年3月 788 2,244 3,032 17,759
2026年3月 865 2,211 3,076 18,754
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【運営状況】 会員数と相談件数の推移
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【運営状況】 経常収支と運転者テキスト販売数の推移
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これからの課題

～超高齢社会の中で地域住民の移動を
どう支えるか～
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⚫ 社会情勢や国の動きに翻弄された20年でしたが、芯を曲げずに追求してきたこ
とと柔軟に対応してきこと。この両面が大事だったと振り返ります。

⚫ これからに向けて、移動サービスの必要性や位置づけを多角的に分析すること
が重要と感じます。例えば、広義で考えると、移動困難者視点では都市部・地
方部関係なく「交通空白」の中で生活していると感じているのではないでしょ
うか。また、単身高齢者の増加等を考えると、個別対応と考えていた輸送手段
そのものが地域輸送になる、マイノリティがマジョリティになることも想定で
きます。移動サービス自体を、視点を変えて「価値」と「今後」を考える時で
はないかと思われます。

⚫ また、住民互助としての無償運送は、担い手はどのように確保する？持続可
能？ そもそも、「つながり」「関係性」のないところに「互助」が生まれる
とは思えません。移動だけの問題を捉えるのではなく、地域の中の関係性の構
築(孤独・孤立にしない社会)という生活基盤の中で「支え合う」コミュニティ
の一部を移動サービスが担う、という視点も重要だと考えます。

20年を振り返ってみて
・・・この後のディスカッションの視点として


	スライド 1: 【記念講演】  法人設立20 年 現状の到達点とこれからの課題
	スライド 2: この20年間を振り返る  ～社会情勢や国の動きに翻弄された20年～
	スライド 3: 【1～5年目】ローカルルール、許可・登録不要の通達
	スライド 4: 【6～10年目】震災対応と交通空白、制度改正
	スライド 5: 【11～15年目】高齢者免許返納と新型コロナ問題
	スライド 6: 【16～20年目】公共ライドシェアとしての推進
	スライド 7: この20年で委員派遣をした国の検討会等
	スライド 8
	スライド 9: 【運営状況】　会員数と相談件数の推移
	スライド 10: 【運営状況】　経常収支と運転者テキスト販売数の推移
	スライド 11: これからの課題  ～超高齢社会の中で地域住民の移動を どう支えるか～
	スライド 12: 20年を振り返ってみて ・・・この後のディスカッションの視点として

